
資料／成年後見関係事件の概況 平成２５年１月～１２月

本資料は、平成２５年１月から１２月までの１年間における、全国の家庭裁判所の成年後見関係事件（後

見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件）の処理状況について、その概況を取りまと

めたものである。

以下の数値は、いずれも当局実情調査の結果に基づく概数であり、今後の集計整理により、異同訂正

が生じることがある。また、グラフ中の各項目別割合は、原則として、小数点第二位を四捨五入したも

のであり、比率の合計が１００とならない場合及び小計として表示されている比率と一致しない場合があ

る。

○ 以下につき、再集計による数値の訂正を行った。（平成２６年８月１日）

・（資料６）本人の男女別・年齢別割合

・７ 鑑定について

・参考 後見制度支援信託の利用状況について

・（参考資料）信託財産額の分布

１ 申立件数について（資料１）

○ 成年後見関係事件（後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件）の申立件数

は合計で３４,５４８件（前年３４,６８９件）であり、対前年比約０.４％の減少となっている。

○ 後見開始の審判の申立件数は２８,０４０件（前年は２８,４７２件）で、対前年比約１.５％の減少となって

いる。

○ 保佐開始の審判の申立件数は４,５１０件（前年は４,２６８件）で、対前年比約５.７％の増加となってい

る。

○ 補助開始の審判の申立件数は１,２８２件（前年は１,２６４件）で、対前年比約１.４％の増加となってい

る。

○ 任意後見監督人選任の審判の申立件数は７１６件（前年は６８５件）で、対前年比約４.５％の増加となっ

ている。
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資料／成年後見関係事件の概況 平成２５年１月～１２月

２ 終局区分について（資料２）

○ 成年後見関係事件の終局事件合計３４,１０５件のうち、認容で終局したものは約９４.６％（前年は約

９１.９％）である。
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（資料１） 過去５年における申立件数の推移

総 数

後 見 開 始

保 佐 開 始

補 助 開 始

任 意 後 見
監督人選任

０ ５,０００ １０,０００ １５,０００ ２０,０００ ２５,０００ ３０,０００ ３５,０００ ４０,０００（件）

（注） 各年の件数は、それぞれ当該年の１月から１２月までに申立てのあった件数である。

３４,５４８

２７,３９７
３０,０７９
３１,４０２

３４,６８９

２８,０４０

２２,９８３
２４,９０５
２５,９０５

２８,４７２

４,５１０

２,８３７
３,３７５
３,７０８
４,２６８

１,２８２

１,０４３
１,１９７
１,１４４
１,２６４

７１６

５３４
６０２
６４５
６８５

平成２１年
平成２２年
平成２３年
平成２４年
平成２５年



資料／成年後見関係事件の概況 平成２５年１月～１２月

３ 審理期間について（資料３）

○ 成年後見関係事件の終局事件合計３４,１０５件のうち、２か月以内に終局したものが全体の約

７７.８％（前年は約８０.５％）、４か月以内に終局したものが全体の約９４.８％（前年は約９５.２％）であ

り、前年と比べて、審理期間は若干長期化した。
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（資料２） 終局区分別件数

（注１） 平成２５年１月から１２月までに終局した件数である。

（注２） その他には、取下げ、本人死亡等による当然終了、移送などを含む。

その他
１,７１８
５.０％

却 下
１０９
０.３％

認 容
３２,２７８
９４.６％

任意後見監督人選任補 助 開 始保 佐 開 始後 見 開 始既済

総数 その他却 下認 容その他却 下認 容その他却 下認 容その他却 下認 容

１０７１５５７５１０３１３１,１５２２５２２５４,１５４１,２５６５６２６,３９７３４,１０５全国

（資料３） 審理期間別の割合

５月超え
６月以内
１.１％ ６月超え

１.６％

４月超え
５月以内
２.５％

３月超え
４月以内
５.２％

２月超え
３月以内
１１.９％

１月以内
４９.４％１月超え

２月以内
２８.４％



資料／成年後見関係事件の概況 平成２５年１月～１２月

４ 申立人と本人との関係について（資料４、５）

○ 申立人については、本人の子が最も多く全体の約３４.７％を占め、次いで市区町村長（約１４.７％）、

本人の兄弟姉妹（約１３.７％）の順となっている。

○ 市区町村長が申し立てたものは５,０４６件で、前年の４,５４３件（全体の約１３.２％）に比べ、対前年比

約１１.１％の増加となっている。
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（資料４） 申立人と本人との関係別件数

本 人

配偶者

親

子

兄弟姉妹

その他親族

法定後見人等

任意後見人等

検察官

市区町村長

０ ２,０００ ４,０００ ６,０００ ８,０００ １０,０００ １２,０００ １４,０００（件）

（注１） 後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象とした。

（注２） 申立人が該当する｢関係別｣の個数を集計したもの（３４,２１５件）を母数としており、１件の終局事件

について複数の申立人がある場合に、複数の｢関係別｣に該当することがあるため、総数は、終局事件

総数（３４,１０５件）とは一致しない。

（注３） その他親族とは、配偶者、親、子及び兄弟姉妹を除く、四親等内の親族をいう。

３,１４３

２,２５１

１,８０９

１１,８６６

４,６８２

４,５８８

３３８

４９０

２

５,０４６
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（資料５） 市区町村長申立件数（家庭裁判所管内別）

（注） 市区町村別の申立件数については把握していない。

件 数管 内

８４１東 京

４７４横 浜

２６７さ い た ま

２１３千 葉

３３水 戸

１８宇 都 宮

４１前 橋

１１５静 岡

３７甲 府

７０長 野

４７新 潟

４８５大 阪

１８２京 都

２００神 戸

５８奈 良

６６大 津

４６和 歌 山

１９３名 古 屋

６０津

３６岐 阜

３１福 井

３１金 沢

４１富 山

件 数管 内

７９広 島

６３山 口

１７９岡 山

４７鳥 取

４０松 江

９７福 岡

３０佐 賀

２１長 崎

２０大 分

７３熊 本

２２鹿 児 島

５１宮 崎

７７那 覇

５８仙 台

８３福 島

９２山 形

１６盛 岡

１１秋 田

６１青 森

８０札 幌

１３函 館

２０旭 川

３０釧 路

５０高 松

４０徳 島

３７高 知

７１松 山

５,０４６総 数
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５ 本人の男女別・年齢別割合について（資料６）

○ 本人の男女別割合は、男性が約３９.９％、女性が約６０.１％である。

○ 男性では、８０歳以上が最も多く全体の約３５.０％を占め、次いで７０歳代の約２３.６％となっている。

○ 女性では、８０歳以上が最も多く全体の約６３.０％を占め、次いで７０歳代の約２０.１％となっている。

○ 本人が６５歳以上の者は、男性では男性全体の約６７.４％を、女性では女性全体の約８６.９％を占め

ている。
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（資料６） 本人の男女別・年齢別割合

（男性）

（女性）

（注） 後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件のうち認容で終局した事件を対象とした。

８０歳以上
３５.０％

２０歳未満
０.２％

２０歳代
３.２％

３０歳代
４.１％

４０歳代
７.８％

５０歳代
９.５％

６０歳以上
６５歳未満
７.８％

６５歳以上
７０歳未満
８.８％

７０歳代
２３.６％

２０歳未満
０.１％

２０歳代
１.４％

３０歳代
１.６％

４０歳代
２.９％ ５０歳代

４.０％
６０歳以上
６５歳未満
３.１％

６５歳以上
７０歳未満
３.８％７０歳代

２０.１％
８０歳以上
６３.０％
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６ 申立ての動機について（資料７）

○ 主な申立ての動機としては、預貯金等の管理・解約が最も多く、次いで、介護保険契約（施設

入所等のため）となっている。

７ 鑑定について（資料８、９）

○ 後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件のうち、鑑定を実施し

たものは、全体の約１０.９％（前年は約１０.７％）であった。

○ 鑑定の期間については、１か月以内のものが最も多く全体の約５６.６％（前年は約５５.９％）を占

めている。

○ 鑑定の費用については、５万円以下のものが全体の約６７.０％（前年は約６８.９％）となっており、

全体の約９７.８％の事件において鑑定費用が１０万円以下であった（前年は約９８.６％であった。）。
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（資料７） 主な申立ての動機別件数

預貯金等の
管理・解約

保険金受取

不動産の処分

相続手続

訴訟手続等

介護保険契約
（施設入所等のため）

身上監護

その他

０ ５,０００ １０,０００ １５,０００ ２０,０００ ２５,０００ ３０,０００（件）

（注１） 後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象とした。

（注２） １件の終局事件について主な申立ての動機が複数ある場合があるため、総数は、終局事件総数

（３４,１０５件）とは一致しない。

２８,１０８

６,６４９

６,１６３

１,８４５

１２,１６２

１,８６３

７,９９７

２,７５７
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（資料８） 鑑定期間別割合

５月超え
６月以内
０.５％
６月超え
０.４％

４月超え
５月以内
０.６％

３月超え
４月以内
１.５％

２月超え
３月以内
７.４％

１月以内
５６.６％

１月超え
２月以内
３３.０％

（資料９） 鑑定費用別割合

２０万円超え
０.０％

１５万円超え
２０万円以下
０.２％

１０万円超え
１５万円以下
２.０％

５万円以下
６７.０％

５万円超え
１０万円以下
３０.８％



（資料１０） 成年後見人等と本人との関係別件数

配 偶 者

親

子

兄弟姉妹

その他親族

弁護士

司法書士

社会福祉士

社会福祉協議会

税理士

行政書士

精神保健福祉士

市民後見人

その他法人

その他個人

０ １,０００ ２,０００ ３,０００ ４,０００ ５,０００ ６,０００ ７,０００ ８,０００（件）

（注１） 後見開始、保佐開始及び補助開始事件のうち認容で終局した事件を対象とした。

（注２） 成年後見人等が該当する｢関係別｣の個数を集計したもの（３３,３４３件）を母数としており、１件の終

局事件について複数の成年後見人等がある場合に、複数の「関係別」に該当することがあるため、総

数は、認容で終局した事件総数（３１,７０３件）とは一致しない。

（注３） その他親族とは、配偶者、親、子及び兄弟姉妹を除く親族をいう。

（注４） 弁護士、司法書士及び行政書士の数値は、弁護士法人２３３件、司法書士法人１９７件及び行政書士法人

２７件をそれぞれ含んでいる。

（注５） 市民後見人とは、弁護士、司法書士、社会福祉士、税理士、行政書士及び精神保健福祉士以外の自

然人のうち、本人と親族関係（６親等内の血族、配偶者、３親等内の姻族）及び交友関係がなく、社

会貢献のため、地方自治体等（※１）が行う後見人養成講座などにより成年後見制度に関する一定の

知識や技術・態度を身に付けた上、他人の成年後見人等になることを希望している者を選任した場合

をいう（※２、３）。

１,１８１

９５７

７,５９４

２,０３１

２,３０１

５,８７０

７,２９５

３,３３２

５６０

８１

８６４

２２

１６７

９５９

１２９
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８ 成年後見人等と本人との関係について（資料１０）

○ 成年後見人等（成年後見人、保佐人及び補助人）と本人の関係をみると、配偶者、親、子、兄

弟姉妹及びその他親族が成年後見人等に選任されたものが全体の約４２.２％（前年は約４８.５％）と

なっている。

○ 親族以外の第三者が成年後見人等に選任されたものは、全体の約５７.８％（前年は約５１.５％）で

あり、前年と同様、親族が成年後見人等に選任されたものを上回っている。その内訳は、弁護士

が５,８７０件（前年は４,６１３件）で、対前年比で約２７.２％の増加、司法書士が７,２９５件（前年は６,３８２件）

で、対前年比で約１４.３％の増加、社会福祉士が３,３３２件（前年は３,１２１件）で、対前年比で約６.８％

の増加となっている。
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92 実践 成年後見 №５２／２０１４．９

※１ 地方自治体の委嘱を受けた社会福祉協議会、ＮＰＯ法人、大学等の団体を含む。

※２ 市民後見人については平成２３年から調査を開始しているが、同年及び平成２４年の市民後見人の数値

は、各家庭裁判所が「市民後見人」として報告した個数を集計したものである。

※３ 当局実情調査における集計の便宜上の定義であり、市民後見人がこれに限られるとする趣旨ではな

い。
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９ 成年後見制度の利用者数について（資料１１）

○ 平成２５年１２月末日時点における、成年後見制度（成年後見・保佐・補助・任意後見）の利用者

数は合計で１７６,５６４人（前年は１６６,２８９人）であり、対前年比約６.２％の増加となっている。

○ 成年後見の利用者数は１４３,６６１人（前年は１３６,４８４人）であり、対前年比約５.３％の増加となって

いる。

○ 保佐の利用者数は２２,８９１人（前年は２０,４２９人）であり、対前年比約１２.１％の増加となっている。

○ 補助の利用者数は８,０１３人（前年は７,５０８人）であり、対前年比約６.７％の増加となっている。

○ 任意後見の利用者数は１,９９９人（前年は１,８６８人）であり、対前年比約７.０％の増加となっている。
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（資料１１） 成年後見制度の利用者数の推移

総 数

成年後見

保 佐

補 助

任意後見

０ ２０,０００ ４０,０００ ６０,０００ ８０,０００ １００,０００１２０,０００１４０,０００１６０,０００１８０,０００
（人）

（注１） 成年後見制度の利用者とは、後見開始、保佐開始又は補助開始の審判がされ、現に成年後見人等に

よる支援を受けている成年被後見人、被保佐人及び被補助人並びに任意後見監督人選任の審判がされ、

現に任意後見契約が効力を生じている本人をいう。

（注２） 成年後見制度の利用者数は、平成２２年から調査を開始した。

１４０,３０９
１５３,３１４

１６６,２８９

１１７,０２０
１２６,７６５
１３６,４８４

１５,５８９
１７,９１７
２０,４２９

６,２２５
６,９３０
７,５０８

１,４７５
１,７０２
１,８６８

１７６,５６４

１４３,６６１

２２,８９１

８,０１３

１,９９９

平成２２年１２月末日時点
平成２３年１２月末日時点
平成２４年１２月末日時点
平成２５年１２月末日時点



資料／成年後見関係事件の概況 平成２５年１月～１２月

参考 後見制度支援信託の利用状況について

○ 後見制度支援信託を利用するために、後見人が代理して信託契約を締結した成年被後見人及び

未成年被後見人の数は５３３人（前年は９８人）であり、信託した金銭の平均額は約３,７００万円である。

［編注］ 本資料は、最高裁判所事務総局家庭局の承諾を得て転載するものである。<http://www.cour

ts.go.jp/about/siryo/kouken/index.html>
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（参考資料） 信託財産額の分布

（注１） 後見制度支援信託とは、成年被後見人又は未成年被後見人の財産のうち、日常的な支払をするのに

必要十分な金銭を預貯金等として後見人が管理し、通常使用しない金銭を信託銀行等に信託する仕

組みのことをいう。平成２４年２月１日に導入された。

（注２） 後見制度支援信託の対象となるのは、成年後見及び未成年後見事件である。

（注３） 平成２５年１月から１２月までに、信託契約が締結された事件を対象とした。

２,０００万円以下
３１.９％

１億円超え
４.９％

５,０００万円超え
１億円以下
１４.８％

２,０００万円超え
５,０００万円以下
４８.４％


